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要　　旨

目的：糖尿病診断後10年以内の 2型糖尿病患者の療養に対する思いとライフイベントおよび療養イベント
経験との関係を明らかにする。

方法：上記患者を対象に自記式質問紙調査を行い、基礎情報（年齢、性別、糖尿病診断後経過年数、同居
家族の有無）、療養に対する思い（否定的・肯定的・自己効力感） 8 項目、ライフイベント経験、
療養イベント経験を調査した。

結果：125名の有効回答を得、糖尿病診断後経過年数は 5 年未満が63.2％であった。療養に対する思いは
診断時より低下した項目はなかった。ライフイベント経験において死別（配偶者以外の家族）があ
ると運動療法の自己効力感が高いこと、仕事の変化があると糖尿病を前向きに捉えにくいこと、家
族の介護があると療養行動を頑張ろうと思いにくいことが明らかになった。また、療養イベント経
験において主治医の変更があると食事自己効力感が低下することが示された。

結論： 2型糖尿病患者の療養行動継続を支えるためには、患者の療養に対する思いを捉えた糖尿病教育の
必要性、そしてライフイベントや療養イベント経験を考慮したケアの重要性が示唆された。
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はじめに
　糖尿病は生涯にわたり療養が必要な疾患であり、
その合併症は患者のQuality of Life（以下、
QOL）に影響を与える。糖尿病教育の目的は、
患者が糖尿病を理解すること、糖尿病のコントロ
ールの個別的目標を達成する意欲をもつこと、お
よび療養継続の自信を得ることである1 ）。患者は
長期の経過の中で、療養生活に対するさまざまな
思いとともに療養を継続する必要があり、医療者
はそれらの思いを捉えながら患者の合併症発症・
進行を阻止するべく教育に努めることとなる。特
に糖尿病の合併症は診断後10年でリスクが大幅に
増加するため、合併症を防ぐための効果的な教育
が診断後10年間において重要となる。
　糖尿病患者の療養に対する思いは重要であり、
患者の負担感や不安などの療養に対する否定的な
思いが療養行動継続や合併症発症に関係すること
が示されている2 ） 3 ）。一方、療養行動に対する満
足感や前向きな気持ちといった肯定的な思いが療
養行動を支えていることについても報告されてい
る4 ） 5 ）。また、罹病期間が長い人ほど食事療法を
頑張ろうとあまり思っていないこと6 ）、療養行動
を実行する上で重要な要素である自己効力感が時
間の経過とともに低下していくことが示されてい
る7 ） 8 ）。糖尿病患者はこのように、長い経過の中
で糖尿病診断後より様々な療養に対する思いの変
化とともに療養生活を送っている。
　糖尿病は長い経過をもつことがゆえに、ライフ
イベント、合併症発症などといった療養イベント
が存在し、それらは患者の療養に対する思い、そ
して療養行動に影響を与えると考えられる。式田
他9 ）は、糖尿病とともに生きる高齢者の語りから、
さまざまなライフイベントや合併症発症などの意
味づけ方は糖尿病管理を促進したり妨害したりす
ることを報告している。彦10）は、患者の揺れ動く
感情とともに、生活状況、仕事、家族との関係性
などの背景情報を組み合わせながら必要な支援を
判断する必要性を示しており、療養行動継続を支
えるためには、患者の療養に対する思いとライフ
イベントや療養イベントを捉えながら教育を行っ
ていくことが重要である。しかし、糖尿病患者の
療養に対する思いとライフイベントや療養イベン
ト経験との関係を検討したものはみあたらない。
　本研究の目的は、糖尿病診断後10年以内の 2型
糖尿病患者の療養に対する思いについて、診断時
と現在の療養に対する思いとライフイベントおよ
び療養イベント経験との関係を明らかにすること

である。このことにより、患者の療養行動継続を
支えるための糖尿病教育に示唆を得ることができ、
糖尿病の合併症発症および進行予防に貢献できる
と考える。

用語の定義
　 1．療養に対する思い：糖尿病療養における否
定的および肯定的な思いや療養に対する実行可能
性の思いである自己効力感のこと
　 2．ライフイベント：人生の中で経験する出来
事のこと
　 3．療養イベント：糖尿病の療養において経験
する出来事のこと

研究方法
　 1．研究デザイン
　関連探索研究である。
　 2．研究対象者
　Ａ県内において調査に同意が得られた 6つの総
合病院に2016年 9 -10月に外来受診し、アンケー
トに回答可能な糖尿病診断後10年以内の成人 2型
糖尿病患者とした。また 6施設は、100床以上で、
外来にて糖尿病療養指導が行なわれている病院で
あった。
　 3．調査方法
　無記名自記式質問紙調査法を用いた。研究者が
施設の看護部長に口頭および文書にて説明し同意
を得た。調査の同意が得られた施設の外来にて、
研究期間に受診し対象者の基準を満たしている患
者について主治医から紹介を受け、研究者が口頭
および文書にて研究目的や方法、倫理的配慮を説
明し協力の可否を確認した。協力の可能な患者へ
調査用紙を配布した。調査用紙の回収は研究者が
当日行った。
　 4．調査内容
　 1）基礎情報
　年齢、性別、糖尿病診断後経過年数（ 1年未満、
1年以上 3年未満、 3年以上 5年未満、 5年以上
10年以内）、同居家族の有無について収集した。
　 2）療養に対する思い
　既存研究2 − 5 ）11）12）より、独自に質問項目を作成
した。全 8項目あり、否定的な思い（療養生活に
対する不安がある、療養生活に対するストレスが
ある） 2項目、肯定的な思い（糖尿病の悪化を防
ぎたい、療養行動を頑張ろうと思う、糖尿病を前
向きに捉えることができる） 3項目、自己効力感
（食事療法ならできそう、運動療法ならできそう、
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薬物療法ならできそう）3項目を独自に作成した。
回答方法は「全くあてはまらない」から「とても
あてはまる」の 5段階リッカート法を用いた。否
定的な思いは逆転項目とし、点数が高いほど、療
養に対する不安やストレスがなく療養に対して意
欲がある状態を示す。また、診断時および現在の
思いについて調査し、診断時の思いについては当
時を振り返っての記載とした。
　 3）ライフイベント経験
　転職、退職、結婚、離婚、死別（配偶者）、死
別（配偶者以外の家族）、子どもの独立、引っ越し、
仕事の変化、家族の病気、家族の介護の11項目を
独自に設定し、糖尿病診断後に経験したものを選
択する多肢選択法にて回答を求めた。　
　 4）療養イベント経験
　糖尿病教育経験、主治医の変更、合併症の発症、
治療中断経験、薬の変更の 5項目を独自に設定し、
糖尿病療養中に経験したものを選択する多肢選択
法にて回答を求めた。
　 5．データ分析方法
　基本統計量を算出し、診断時と現在の療養に対
する思いはWilcoxonの符号付き順位検定、ライ
フイベントおよび療養イベント経験との関係は
Mann-WhitenyのU検定にて分析した。有意水準
はp＜.05とし、分析はIBM Statistical Package 
for Social Sciense （Statistics 25）を使用して行っ
た。また、療養に対する思い 8項目の内部一貫性
を確認するためにCronbach’ｓα係数を算出した
ところ、.582であり内部一貫性がないと判断し、
合計点を用いずに検討した。
　 6．倫理的配慮
　本研究は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を
得て実施した（承認番号：HS28- 9 - 2 ）。自由意
思による参加であり、一旦同意した後でも参加を
取りやめることができること、参加することに同
意しない場合でも対象者の診療において何ら不利
益にならないことを保証した。調査用紙は漏洩・
盗難・紛失が起こらないように厳重に管理するこ
と、また調査用紙は無記名であり調査用紙の回答
をもって参加同意とすることについて説明した。

結　　果
　 1．データ回収状況
　データの回収率は98.0%（147名中144名）で、
そのうち有効回答者125名（有効回答率86.8%）を
分析対象者とした。
　 2．対象者の概要（表 1）

　分析対象者125名のうち、男性80名（64.0%）、
女性45名（36.0%）で、平均年齢は60.2±12.1歳で
あった。糖尿病診断後経過年数は 5年未満が79名
（63.2%）、 5 年以上10年以内が46名（36.8%）で
あった。
　 3．診断時と現在の療養に対する思い（表 2）
　療養に対する思いを診断時と現在で比較した。
診断時に比べ現在の思いは、いずれの項目も点数
が高く、療養に対する不安やストレスが診断時よ
り低く、療養に対して意欲が高かった。また、現
在の思いにおいていずれも有意に、「療養生活に
対する不安がある」は低下し（p＜.001）、「療養
行動を頑張ろうと思う」および「糖尿病を前向き
に捉えることができる」思いは高くなっていた（p 
= .026およびp = .004）。
　 4．現在の療養に対する思いとライフイベント
経験との関係（表 3）
　ライフイベント経験では該当者の少ない 3項目
（結婚あり 2名、離婚あり 1名、死別（配偶者）
あり 4名）以外の項目において検討した。死別（配
偶者以外の家族）の経験あり群で「運動療法なら
できそう」という思いが有意に高く（p = .017）、
仕事の変化の経験あり群で「糖尿病を前向きに捉
えることができる」という思いが有意に低く（p = 
.024）、家族の介護の経験あり群で「療養行動を
頑張ろうと思う」という思いが有意に低かった（p = 
.022）。
 5 ．現在の療養に対する思いと療養イベント経
験との関係（表 4）
　療養イベント経験では、主治医の変更あり群で
「食事療法ならできそう」という思いが有意に低
かった（p = .025）。その他、糖尿病教育経験等
の項目で現在の療養に対する思いに有意な差はみ

表 １ 　対象者の概要
 � n = 125

項　目 区分 平均値 ± 標準偏差
or n (%)

年齢 （歳） 60.2 ± 12.1

性別 男性
女性

80（64.0）
45（36.0）

糖尿病診断後経過年数 < 1
≥ 1 -< 3
≥ 3 -< 5
≥ 5 -≤10

18（14.4）
34（27.2）
27（21.6）
46（36.8）

同居家族 あり
なし

105（84.0）
20（16.0）
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られなかった。

考　　察
　 1．診断時と現在の療養に対する思い
　診断時と現在の療養に対する思いの比較では、
診断時より現在の方が不安が減少し、「療養行動
を頑張ろうと思う」、「糖尿病を前向きに捉えるこ
とができる」という思いが強かった。一方で、療
養生活に対する否定的な思いや自己効力感は、診
断時と現在とで有意な差はみられなかった。つま
り、糖尿病患者が現在から過去を振り返ったとき、
療養への思いをマイナスに意味づける項目がなか
ったといえる。Benner et al.13）は、患者が自分な
りの基準をもち自己管理を行うことで、患者の気
持ちが肯定的に変化すると述べている。糖尿病患
者が自己管理を継続するためには、患者が自分な
りの目安をもち療養行動の振り返りができるよう
な支援の必要性がいわれている14）。今回調査した
6施設は糖尿病の療養指導が行なわれている施設
だったことから、参加者の多くが自分なりの基準
をもって自己管理を行えるよう支援されていたこ

とで、現在の療養への思いが肯定的な気持ちへと
つながったと考えられた。
　 2．現在の療養に対する思いとライフイベント
および療養イベント経験との関係
　ライフイベント経験において、「死別（配偶者
以外の家族）」の経験あり群では「運動療法なら
できそう」という思いの得点が高くなっていた。
家族介護者は配偶者の死別後、介護期間のことを
思い出したくないと散歩などに取り組んでいる姿
や、療養者の分まで生きようと健康維持のために
運動に励んでいる姿が報告されている15）。本研究
では配偶者以外の家族の死別ではあるが共通する
部分があると推察され、そのような思いが「運動
ならできそう」という思いに繋がったと考えられ
た。また、家族の介護の経験あり群では「療養行
動を頑張ろうと思う」という思いが低く、仕事の
変化の経験あり群では「糖尿病を前向きに捉える
ことができる」という思いが低かった。「糖尿病
受診中断対策包括ガイド」作成ワーキンググルー
プの報告16）から、糖尿病治療中断理由として多い
のが「家庭の事情のために、忙しいから」「仕事（学

表 2 　診断時と現在の療養に対する思い
� n = 125

療養に対する思い
回答段階 n (%) 平均値±

標準偏差 p 値
1 2 3 4 5

否定的な思い

　療養生活に対する不安がある1 ） 診断時
現在

10（  8.0）
16（12.8）

21（16.8）
34（27.2）

38（30.4）
35（28.0）

41（32.8）
37（29.6）

15（12.0）
3（  2.4）

2.76±1.11
3.18±1.07

<.001

　療養生活に対するストレスがある1 ） 診断時
現在

12（  9.6）
4（  3.2）

36（28.8）
35（28.0）

26（20.8）
40（32.0）

40（32.0）
34（27.2）

11（  8.8）
12（  9.6）

3.02±1.16
3.12±1.03

.263

肯定的な思い
　糖尿病の悪化を防ぎたい 診断時

現在
2（  1.6）
2（  1.6）

5（  4.0）
1（  0.8）

9（  7.2）
5（  4.0）

73（58.4）
76（60.8）

36（28.8）
41（32.8）

4.09±0.81
4.22±0.71

.054

　療養行動を頑張ろうと思う 診断時
現在

2（  1.6）
1（  0.8）

3（  2.4）
2（  1.6）

26（20.8）
10（  8.0）

70（56.0）
88（70.4）

24（19.2）
24（19.2）

3.89±0.80
4.06±0.64

.026

　糖尿病を前向きに捉えることができる 診断時
現在

3（  2.4）
2（  1.6）

12（  9.6）
4（  3.2）

36（28.8）
31（24.8）

62（49.6）
73（58.4）

12（  9.6）
15（12.0）

3.54±0.88
3.76±0.77

.004

自己効力感
　食事療法ならできそう 診断時

現在
4（  3.2）
2（  1.6）

15（12.0）
17（13.6）

46（36.8）
37（29.6）

49（39.2）
58（46.4）

11（  8.8）
11（  8.8）

3.38±0.92
3.47±0.89

.134

　運動療法ならできそう 診断時
現在

8（  6.4）
7（  5.6）

21（16.8）
17（13.6）

38（30.4）
34（27.2）

50（40.0）
57（45.6）

8（  6.4）
10（  8.0）

3.23±1.02
3.37±1.00

.077

　薬物療法ならできそう 診断時
現在

1（  0.8）
2（  1.6）

6（  4.8）
8（  6.4）

32（25.6）
23（18.4）

62（49.6）
68（54.4）

24（19.2）
24（19.2）

3.82±0.83
3.83±0.87

.602

1 ：全くあてはまらない、 2：あてはまらない、 3：どちらともいえない、 4：あてはまる、 5：とてもあてはまる
1）逆転項目（平均値±標準偏差は、点数が高い方が不安やストレスがない状態を示す）
Wilcoxon の符号付き順位検定
p < 0.05
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業）のため、忙しいから」であり、前述のライフ
イベントは忙しさに直結するものである。本研究
ではイベントの時期を調査していないため、調査
時に家族の介護や仕事の変化があった状態なのか、
またそれらのイベントからどの程度時間が経過し
ていたのかは不明であるが、介護家族は身体面よ
り精神面の健康関連QOLが低下するとの報告17）

や仕事をしながら生活を調整するには困難が伴う
との報告18）から、家族の介護は患者自身が自らの
療養を「頑張ろう」と思いづらい精神状態とし、
仕事に変化が起こった場合には生活の調整が困難
になることから療養を「前向き」に捉えられない
状態とすると推察された。そのため、それらの経
験によって療養に対する思いの得点が低くなった
と考えられた。
　療養イベント経験において、糖尿病教育経験の
有無で有意な関係はみられなかった。糖尿病教育
入院における教育内容を調査したものでは、糖尿
病の病態や合併症などといった知識に関するもの
は 6割の施設で行われていたのに対し、心理に関
する内容としては面談が 4割、講義が 1割と報告
されている19）。このことより、患者の療養に対す
る思いに着目した教育内容は少ないと考えられ、
本研究では糖尿病教育経験の有無で有意な差がみ
られなかったと推察された。よって、療養に対す
る思いに着目した教育内容を糖尿病教育に組み込
んでいくことが必要であると考える。また、療養
イベントの経験において有意な差がみられたのは、
主治医の変更経験であった。主治医の変更あり群
において、食事療法に対する自己効力感が有意に
低かったことから、主治医の変更時には食事療法
の自己効力感に視点を当てる必要があると考えら
れた。糖尿病患者の療養行動継続を支援するため
には、患者に関するさまざまな情報を多職種で共
有し連携することが重要である1 ）。そのため、主
治医、栄養士などの多職種と患者の療養に対する
思いを共有し、連携して教育を行っていく必要が
ある。
　以上より、看護者は患者のライフイベントや療
養イベントの経験に関心をもって関わり、イベン
ト時には治療中断に陥らないようにケアをしてい
くこと、そして患者の療養に対する思いを患者と
共有し、多職種と連携していくことが必要である
と考えられた。

本研究の限界と課題
　本研究の 6施設は外来にて糖尿病療養指導を行

っている施設であり、外来にて糖尿病療養指導を
行っていない施設には適応できない可能性がある。
また本研究では、ライフイベントや療養イベント
の経験の有無に焦点をあてて分析したが、イベン
トからの経過時期や、ライフイベントに関係する
就労の有無や子の有無等の対象者の背景について
は調査していないため、今後は経過時期や背景を
踏まえた調査が必要であると考える。

結　　論
　糖尿病診断後10年以内の 2型糖尿病患者の療養
に対する思いについて調査した結果、診断時に比
べ現在の療養に対する思いは、療養に対する不安
やストレスが診断時より低く、療養に対して意欲
が高かった。現在の療養に対する思いとライフイ
ベント経験において、死別（配偶者以外の家族）
の経験あり群で療養への意欲がみられ、家族の介
護や仕事の変化の経験あり群で意欲が低かった。
療養イベント経験との関係では、主治医の変更あ
り群で意欲が低かった。以上より、 2型糖尿病患
者の療養行動継続を支えるためには患者の療養に
対する思いを捉えた糖尿病教育の必要性、そして
ライフイベントや療養イベント経験を考慮したケ
アの重要性が示唆された。
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若年性認知症支援コーディネーターの一般就労継続支援に
おける医療機関と企業との連携の実態
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要　　旨

　本研究は若年性認知症の人の一般就労継続支援に関して若年性認知症支援コーディネーター（以下：支
援コーディネーター）が行う医療機関と企業との連携の実態や課題を明らかにすることを目的とした。
　全国の支援コーディネーターを対象に74施設へ調査票を郵送し、就労支援について37名から回答があっ
た。支援経験のある者は56.8％、所有資格は看護師38.1％、精神保健福祉士28.6％であった。企業と連携
している者は90.4％、連携内容は業務内容の相談、認知症の症状がいずれも66.7％であり、連携上の課題
は若年性認知症への理解が乏しいことが多かった。医療機関と連携している者は93.5％、連携内容は認知
症の症状71.4％であり、連携上の課題は支援対象者や家族が病気の公表を拒むことであった。
　支援コーディネーターは、企業の人事・総務及び産業看護職と疾患の理解に対する教育を行うこと、医
療機関の医師・看護職と連携し必要な支援先につなげることが求められる。

看護実践学会誌　　Journal of Society of Nursing Practice, Vol.35, No.2, pp.８〜17， 2023

連絡先（Corresponding author）：表　志津子
金沢大学医薬保健研究域保健学系
〒920-0942　石川県金沢市小立野 5−11−80
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はじめに
　若年性認知症とは65歳未満で発症する認知症で
あり、推定患者総数は3.57万人、18歳から64歳の
人口10万人対患者数は50.9人と推定されている1 ）。
男性の有病率は女性より高く、原因疾患ではアル
ツハイマー型認知症、血管性認知症、前頭側頭型
認知症による認知症の順に多いと報告されている2）。
　発症年齢や症状の違いで活動状態は異なってく
るが、若年性認知症の人は高齢で発症する認知症
と比べ、体力があり活動性が高く、行動範囲も広
い。働き盛りの世代においては、子育てや親の介
護等家庭での役割や会社での責任ある立場が大き
な割合を占めている。しかし、認知症の初期症状
として見られる記憶喪失や認知機能の低下は、老
化現象として見過ごされる場合が多く3 ） 4 ）、うつ
病や不安症などの気分障害とみなされることもあ
るため5 ）、早期発見・早期診断に繋がらないこと
が多い3 ） 6 ）。そのため、診断前に症状が進行し一
般就労継続や社会生活が困難になるケースがある6）。
また、診断後も本人やその家族、就業先及び医療
機関などで働く保健医療専門職が若年性認知症の
施策を知らないために、適切な支援が受けられな
いまま退職に至ることにより7 ） 8 ）、社会からの孤
立や経済面も含めて生活が困難になりやすい1） 2 ）。
経済面については、本人の状態によって、福祉的
就労、障害年金の受給等があるが、一般就労に比
べて収入が大幅に減少するため、特に子育て世代
では学費などの経済的な不安が大きく、そのこと
が本人だけでなく家族の生活にも影響を与えると
考える。
　2015年 1月に策定された、「新オレンジプラン（認
知症施策推進総合戦略）」9 ）では「若年性認知症施
策の強化」が追加された。これにより、若年性認
知症の人が発症初期の段階からその状態に応じた
適切なサービスが利用できるよう、全国都道府県
の相談窓口に若年性認知症支援コーディネーター
（以下：支援コーディネーター）が配置された。
支援コーディネーターは地域で働く看護師や保健
師、精神保健福祉士や社会福祉士など保健医療福
祉専門職が研修を受け、2016年から順次に全国都
道府県に配置された10−13）。主に若年性認知症の人
やその家族からの相談に応じ、必要なサービスの
手続きや医療機関への受診に同行、就労支援が円
滑に行われるように、医療機関では主治医や看護
師、精神保健福祉士などと、就労先の企業では産
業医や産業看護職などと連携をとって支援を行っ
ている。また、若年性認知症の普及啓発のために

企業や福祉施設などで研修会を開催している10）。
　若年性認知症と診断された人は、症状の進行に
より最終的には仕事ができなくなる可能性がある
が、適切な職場の支援があれば、就労継続ができ
ると報告されている14） 15）。支援コーディネーター
が、若年性認知症の人や企業にかかわることがで
きれば、若年性認知症についての正しい理解と支
援を円滑に進めることが可能になり、さらに若年
性認知症の人は経済的な報酬だけでなく仕事を通
じて社会とのつながりを得ることができると考え
る。しかし、医療職者や企業関係者の若年性認知
症への関心や支援コーディネーターの認知度や理
解は低く11）、一般就労の継続支援についても同様
のことが推察される。企業外の支援の活用はほと
んど想定されていない現状があり16）、支援コーデ
ィネーターとの連携の実態や課題についても明ら
かではない。
　そこで本研究は、支援コーディネーターの一般
就労継続支援に関する活動及び医療機関と企業と
の連携の実態や課題を明らかにすることを目的と
する。これにより、医療機関で勤務する看護職等
の保健医療福祉専門職や、企業で勤務する産業看
護職が、若年性認知症支援コーディネーターの役
割や連携の実態について認識することにつながり、
若年性認知症の人への円滑な支援を行うことに役
立つと考える。

用語の定義
　本論文において一般就労継続支援（以下：就労
支援）とは、診断時に勤務していた企業で診断後
も働き続けられるように支援コーディネーターが
就労に関する支援を行うこととする。

研究方法
　 １．研究のデザイン
　実態調査研究
　 ２．研究対象
　全国の若年性認知症に関する窓口施設に所属す
る支援コーディネーター
　 ３．調査方法
　支援コーディネーターの初任者研修を行ってい
る、認知症介護研究・研修大府センターホームペ
ージ12）内に記載されている若年性認知症に関する
窓口施設112施設から、支援コーディネーターが
所属する74施設（医療法人、社会福祉法人、認知
症疾患医療センター、公益社団法人　家族の会　
など）を抽出し、その施設長、支援コーディネー
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ター両者へ依頼文及び調査票を郵送した。先行研究
11）では、複数配置施設の支援コーディネーター数
が最大 3名であったことから、支援コーディネー
ターあてには 1施設 3名分の依頼文と調査票を送
付した。施設長には所属する支援コーディネータ
ー全員へ依頼文及び調査票の配布を依頼した。調
査票の回収は研究者宛ての返信により行った。
　 ４．調査期間
　2021年 2 月から2021年 4 月
　 5．調査内容
　2019年 4 月から2020年 3 月までの一年間に行っ
た一般就労支援の経験について調査を行った。
　 1）対象者の属性
　年齢、所属機関、勤務形態、所属施設内の支援
コーディネーターの複数配置の有無、若年性認知
症の人の支援経験年数、支援コーディネーターと
しての支援経験年数、就労支援の経験の有無。
　 2）支援コーディネーターとしての活動や地域
との連携
　企業や市町村に対して行った若年性認知症につ
いての啓発活動の有無、地域での連携体制の程度
について、情報共有のための支援計画書使用の有
無。
　 3）医療機関と企業との連携
　連携の程度、連携している内容、連携する上で
の課題。
　 4）支援コーディネーターが考える連携に関す
る今後の課題や必要な支援
　支援コーディネーターが考える連携に関する今
後の課題や必要な支援について自由に意見を求め
た。
　 ６．分析方法
　本調査の回収率は、全国の支援コーディネータ
ーの初任者等の研修を実施している認知症介護研
究・研修大府センターによる報告書13）に記載され
た令和 2 年度の支援コーディネーター数121名を
母数として算出した。
　就労支援経験について記述統計を行った。就労
支援経験の有無で 2群に分け、基本属性との関係
をｔ検定、χ2検定を用いて分析した。また、支援 
コーディネーターとしての活動や地域との連携の
関係ついてFisherの直接法を用いて分析を行った。
地域での連携体制は、とても整っている、整って
いると回答した者を、整っている者、あまり整っ
ていない、整っていないと回答した者を、整って
いない者としてFisherの直接法を用いて分析を行
った。就労支援経験のある支援コーディネーター

の支援人数は中央値を用いて支援経験人数 6人未
満と 6人以上の 2群に分けて基本属性との比較を
行った。
　また、就労支援の今後の課題や必要な支援につ
いて、支援経験のある者の連携に関する自由記載
を連携に関する類似性に焦点を当てて要約してコ
ード化し、コード間の共通性や差異性に注目して
分類・統合しながら、サブカテゴリー・カテゴリ
ーを生成した。
　統計解析ソフトSPSS Ver.26を使用し、有意水
準は ５％とした。
　 ７．倫理的配慮
　本研究は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を
得て実施した（No. 921- 2 ）。対象者には調査票
とともに、主旨説明の文書を送付した際、回答は
自由意思であることを伝えた。匿名の郵送による
調査であるため、個人が特定されることはないが、
自由記載などで個人が特定されないように配慮し
た。

結　　果
　 1．調査票回収状況
　39名から返送があり（回収率32.2％）、そのうち、
就労支援経験について記載のなかった 2名を除外
し、37名を分析対象とした（有効回答率30.6％）。
　 2．若年性認知症支援コーディネーターの基本
属性及び一般就労継続支援経験有無の比較（表 1）
　平均年齢は46.8±12.9歳。所属機関は、医療法
人が最も多く 8名（21.6％）であった。所有資格（複
数回答）は、精神保健福祉士が最も多く16名（43.2
％）、次いで、社会福祉士12名（32.4％）、看護師
9 名（24.3％）であった。勤務形態は、兼任が19
名（51.4％）であった。兼任している者の一週間
の勤務時間は、10時間未満が最も多く12名（63.2％）
で半数以上だった。
　就労支援経験の有無では、ある者が21名（56.8％）
であった。所有資格は、経験がある者は看護師 8
名（38.1％）であった。勤務形態は、経験のある
者は専任13名（61.9％）、兼任は ８ 名（38.1％）で
あった。
　 3．一般就労支援経験の有無と支援コーディネ
ーターの体制・活動との関係（表 ２）
　企業や市町村を対象とした若年性認知症につい
ての啓発活動を行った者は、就労支援経験がある
者は17名（81.0％）であり、経験がある者の方が
啓発活動を行った割合が有意に高かった（ｐ＜
0.01）。情報共有のための支援計画書の使用では、
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表 1 　若年性認知症支援コーディネーターの基本属性及び一般就労継続支援経験有無の比較
� n（%）　Mean±SD

一般就労継続支援経験

全体 n=37 あり n=21 なし n=16 p値

年齢 46.8 ± 12.9 49.7 ± 12.4 43.2 ± 13.0 0.13　a）

所属機関 医療法人
社会福祉法人
認知症疾患医療センター
公益社団法人　家族の会
その他

8   （21.6）
7   （18.9）
6   （16.2）
5   （13.5）
11   （29.7）

3   （14.3）
5   （23.8）
2   （  9.5）
4   （19.0）
7   （33.3）

5   （31.3）
2   （12.5）
4   （25.0）
1   （  6.3）
4   （25.0）

所有資格
（複数回答）

精神保健福祉士
社会福祉士
看護師
保健師
介護福祉士
その他

16   （43.2）
12   （32.4）
9   （24.3）
6   （16.2）
3   （  8.1）
12   （32.4）

6   （28.6）
6   （28.6）
8   （38.1）
5   （23.8）
1   （  4.8）
7   （33.3）

10   （62.5）
6   （37.5）
1   （  6.3）
1   （  6.3）
2   （12.5）
5   （31.3）

勤務形態 専任
兼任
　　兼任の一週間の勤務時間
　　　10時間未満
　　　10時間以上20時間未満
　　　20時間以上30時間未満
　　　30時間以上

18   （48.6）
19   （51.4）

12   （63.2）
3   （15.8）
3   （15.8）
1   （  5.3）

13   （61.9）
8   （38.1）

5   （31.3）
11   （68.8）

0.06　b）

所属施設内の若年性認知症
支援コーディネーターの
複数配置

複数配置　ある
複数配置　ない

23   （62.2）
14   （37.8）

13   （61.9）
8   （38.1）

10   （62.5）
6   （37.5）

0.97　b）

若年性認知症の人の支援
経験年数

5年未満
5年以上
　　　　　　　　　平均年数

23   （62.2）
14   （37.8）
5.7  ±  4.7

15   （71.4）
6   （28.6）
6.2 ± 5.3

8   （50.0）
8   （50.0）

5.1  ±  3.9 0.45　a）

若年性認知症支援コーディ
ネーターの経験年数

3年未満
3年以上
　　　　　　　　　平均年数

17   （45.9）
20   （54.1）
2.8  ±  1.3

8   （38.0）
13   （61.9）
3.1  ±  1.1

9   （56.3）
7   （43.8）

2.3  ±  1.5 0.04　a）

a）t検定　　b） χ2 検定

表 2 　一般就労支援経験の有無と若年性認知症支援コーディネーターの体制・活動との関係
� n（%）

一般就労継続支援経験

全体 n=37 あり n=21 なし n=16 p値

企業や市町村に対して行った若
年性認知症についての啓発活動

行った
行わなかった

22   （59.5）
15   （40.5）

17   （81.0）
4   （19.0）

5   （31.3）
11   （68.8） 0.006

地域での連携体制※ 整っている
整っていない

12   （32.4）
23   （62.1）

9   （42.9）
10   （47.6）

3   （18.8）
13   （81.3） 0.150

情報共有のための支援計画書の
使用

使用している
使用していない
無回答

2   （  5.1）
34   （91.9）
1   （  2.7）

2   （  9.5）
19   （90.5）

−

0   （  0.0）
15   （93.8）
1   （  6.3）

Fisherの直接法
※：とても整っているを整っている、あまり整っていないを整っていないに合算し検定を行った。支援経験がある者に 2名無回答



― 12 ―

就労支援経験の有無にかかわらず使用していない
者がいずれも 9割以上であった。
　 4．一般就労支援経験人数と支援コーディネー
ターの体制・活動との関係（表 ３）
　就労支援の経験人数は 1～31人であり、中央値
は5.5人であった。勤務形態が専任の者では、支
援人数 6 人未満は 8 名（50.0％）、 6 人以上は 5
名で全員だった。若年性認知症の人の支援経験年
数は、5年未満の者が支援人数6人未満は11名（68.8
％）、 6 人以上では 4 名（80.0％）であった。支
援コーディネーターの経験年数が 3年以上の者で
は、支援人数 6 人未満は 9 名（56.3％）、 6 人以
上では 4 名（80.0％）であった。情報共有のため
の支援計画書の使用については、支援経験人数に
関わらずどちらも 8割以上が使用していなかった。
　 ５．支援コーディネーターと企業・医療機関と
の連携（表 4）
　就労支援経験のある支援コーディネーターと企
業との連携は、「まったく連携していない」を除
く少しでも連携している者は90.4％だった。連携
内容は、業務内容の相談、認知症の症状がどちら
も14名（66.7％）と最も多く、次いで配置転換12
名（57.1％）、休職・復職時期11名（52.4％）であ
った。連携上の課題は、若年性認知症への理解が
乏しい15名（71.4％）、支援コーディネーターの
存在や仕事内容について認知されていない13名（61.9
％）、支援対象者やその家族が病気を公表するこ

とを拒む10名（47.6％）であった。連携相手は、
上司85.7％、人事・総務71.4％、産業医38.1％、
産業保健師・看護師14.3％であった。連携相手の
中でもとくに重要だと考える相手は、上司85.7％、
人事・総務66.7％、産業保健師・看護師9.5％だっ
た。
　医療機関との連携は、「まったく連携していない」
を除く少しでも連携している者は少しでも連携し
ている者が95.3％であった。連携内容は、認知症
の症状15名（71.4％）が最も多く、次いで認知能
力の変化11名（52.4％）、受診同行 9 名（42.9％）
であった。連携上の課題は、とくにない 7名（33.3
％）が最も多く、次いで支援対象者やその家族が
病気を公表することを拒む、就労支援中に利用で
きる社会資源が少ないがともに 4 名（19.0％）で
あった。連携相手では、認知症専門医57.1％、看
護師42.9％、精神保健福祉士、医療ソーシャルワ
ーカーが共に38.1％であった。連携相手の中でも
とくに重要だと考える相手は、認知症専門医47.6％、
精神保健福祉士38.1％、看護師、医療ソーシャル
ワーカーが共に33.3％であった。
　 6．支援コーディネーターが考える連携に関連
する今後の課題や必要な支援（表 5）
　自由記載を要約してコード化し、コード間の共
通性や差異性に注目して分類・統合しながら 9つ
のサブカテゴリー、4つのカテゴリーを生成した。
以下、カテゴリーは『　』、サブカテゴリーは「　」

表 3 　一般就労支援経験人数と若年性認知症支援コーディネーターの体制・活動との関係
� n（%）

支援経験人数

6人未満 n=16 6 人以上 n= 5

勤務形態 専任
兼任

8（50.0）
8（50.0）

5（100）
0（ 0.0）

所属施設内の若年性認知症支援コーディネーター
の複数配置

ある
ない

10（62.5）
6（37.5）

3（60.0）
2（40.0）

若年性認知症の人の支援経験年数 5年未満
5年以上

11（68.8）
5（31.3）

4（80.0）
1（20.0）

若年性認知症支援コーディネーターの経験年数 3年未満
3年以上

7（43.8）
9（56.3）

1（20.0）
4（80.0）

企業や市町村に対して行った若年性認知症についての
啓発活動

行った
行わなかった

12（75.0）
4（25.0）

5（100）
0（ 0.0）

情報共有のための支援計画書の使用 使用している
使用していない

1（ 6.3）
15（93.8）

1（20.0）
4（80.0）
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表 4 　一般就労継続支援経験のある若年性認知症支援コーディネーターと企業・医療機関との連携
� n=21

企業 医療機関

n ％ n ％

連携の程度 とても連携している
まあ連携している
あまり連携していない
まったく連携していない

5
12
2
2

23.8
57.1
9.5
9.5

8
9
3
1

38.1
42.9
14.3
4.8

連携している内容
（複数回答）１）

業務内容の相談
認知症の症状
配置転換
休職・復職時期
企業の支援体制
業務時の支援
認知能力の変化
通勤手段の確認
受診同行
その他

14
14
12
11
10
8
8
7
4
3

66.7
66.7
57.1
52.4
47.6
38.1
38.1
33.3
19.0
14.3

6
15
2
5
2
3
11
3
9
5

28.6
71.4
9.5
23.8
9.5
14.3
52.4
14.3
42.9
23.8

連携する上での課題
（複数回答）２ ）

若年性認知症への理解が乏しい
コーディネーターの存在や仕事内容について認知されていない
支援対象者やその家族が病気を公表することを拒む
病気について周囲に理解を得ることが難しい
外部からの支援を受け入れてくれない
就労支援中に利用できる社会資源が少ない
支援への関心が低い
支援対象者や家族から希望がない
とくにない
一般就労支援に協力的ではない
その他

15
13
10
10
9
8
7
7
1

2

71.4
61.9
47.6
47.6
42.9
38.1
33.3
33.3
4.8

9.5

3
3
4

0
4
1
3
7
3
0

14.3
14.3
19.0

0.0
19.0
4.8
14.3
33.3
14.3
0.0

連携相手(複数回答） 上司
人事・総務
産業医
同僚
産業保健師・看護師

認知症専門医
看護師
精神保健福祉士
医療ソーシャルワーカー
かかりつけ医（認知症専門医）
社会福祉士
かかりつけ医（認知症専門ではない）

18
15
8
5
3

85.7
71.4
38.1
23.8
14.3

12
9
8
8
7
4
1

57.1
42.9
38.1
38.1
33.4
19.0
4.8

連携相手の中でもとくに
重要だと考える相手
（複数回答）

上司
人事・総務
産業医
産業保健師・看護師
同僚
その他

18
14
7
2
2
1

85.7
66.7
33.3
9.5
9.5
4.8

認知症専門医
精神保健福祉士
看護師
医療ソーシャルワーカー
かかりつけ医（認知症専門医）
社会福祉士
かかりつけ医（認知症専門ではない）
その他

10
8
7
7
5
2
1
2

47.6
38.1
33.3
33.3
23.8
9.5
4.8
9.5

1 ）連携している内容での無回答は企業 ２名、医療機関 １名
2）連携する上での課題での無回答は企業 １名、医療機関 ２名
−：質問していない項目

−

−
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で示す。
　支援コーディネーターには企業へ介入する権利
がないため「依頼がないと企業に介入できない」。
また、職場内サポートに制限があり、「小規模企
業の支援体制を整えることは難しい」状況がある
ことから『企業側の受け入れ態勢を整えることが
できていない』が見出された。
　若年性認知症の症状など「病気に対して本人・
家族の理解が不足している」ため就労支援につな
がらない状況があり、また、支援機関へ本人から
の相談がなく、連携の機会が限られているため「当
事者と関係機関の連携体制を整えることができて
いない」と感じている。このことから『当事者と
の連携態勢を整えることができていない』が見出
された。

　支援コーディネーターは研修受講の機会や関係
法規に関して「知識が不足している」と考えてお
り、支援ケースが少なく「経験が不足している」
ため企業との連携や就労可否の見極めが難しいと
考えていることから『若年性認知症支援コーディ
ネーターの知識や経験が不足している』が見出さ
れた。
　企業や産業医、本人・家族が支援コーディネー
ターへの相談窓口について認知していないことで
早期に相談介入ができていないことから、「企業
への若年性認知症の周知が不足している」ことや
「本人・家族に対する若年性認知症支援コーディ
ネーターの周知が不足している」状況であると考
えている。また、当事者からの相談がないと支援
が始まらないが「医療機関から若年性認知症支援

表 5 　一般就労継続支援経験のある若年性認知症支援コーディネーターが考える連携に関連する今後の課題や必要な支援

カテゴリー サブカテゴリー コード

企業側の受け入れ態勢を
整えることができていない

依頼がないと企業に介入できない
若年性認知症支援コーディネーターから企業への介入は、権限が
ないため依頼がないと難しい

小規模企業の支援体制を整える
ことは難しい

小規模企業のため配置転換や職場内サポートが整えにくく早期退職
している
中小企業や個人事業は障害を持っても働き続けられる体制作りが必要

当事者との連携態勢を
整えることができていない

病気に対して本人・家族の理解
が不足している

周囲に病名を言いたくない人が多く支援につながらない
本人が自分の病識を正しく理解できていない
職場が就労支援をしていることを家族が知らないため会社と家族の
間でトラブルになる

当事者と関係機関の連携体制を
整えることができていない

関係機関へ本人からの相談がない
連携の機会が限られている
労働関係法規への理解、知識、企業内風土への理解が乏しい

若年性認知症支援コーディ
ネーターの知識や経験が
不足している

知識が不足している
福祉医療や労働法規に関する研修受講の機会がない
企業との連携に心理的ハードルがある

経験が不足している
支援ケースが少ないため対応がわからない
就労可否の見極めが難しい

若年性認知症や若年性認知
症支援コーディネーターの
認知度が低い

企業への若年性認知症の周知が
不足している

企業への若年性認知症の周知が必要
産業医への若年性認知症の周知が必要

本人・家族に対する若年性認知
症支援コーディネーターの周知
が不足している

本人・家族への若年性認知症支援コーディネーターの周知が必要
専門職への若年性認知症支援コーディネーターの周知が必要
初期の段階で相談できる窓口の周知がされていない

医療機関から若年性認知症支援
コーディネーターへつながらない

診断後に早期に若年性認知症支援コーディネーターにつながらない
「うつ」と「認知症」の鑑別診断が難しい
早期に相談ができていない
早期に介入するための啓発が必要
診断された時点で就労継続を断念してしまう人が多い
支援機関との情報共有の不足
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コーディネーターへつながらない」ことから『若
年性認知症や若年性認知症支援コーディネーター
の認知度が低い』が見出された。

考　　察
　 １．支援コーディネーターと企業との連携
　本研究の一般就労継続支援の経験がある支援コ
ーディネーターは56.8％と必ずしも高い結果では
なかった。都道府県において支援コーディネータ
ーの配置は2016年以降であり、自由記載でも課題
として挙げられていたように支援コーディネータ
ーの活動の認知が進んでいないことが一因ではな
いかと考えられる。
　企業との連携において、一般就労継続支援の経
験がある支援コーディネーターのうち、連携して
いる者が約90％おり、連携内容は業務や症状につ
いてであった。連携上の課題は、『若年性認知症
の理解や支援コーディネーターの認知度の低さ』
があった。連携相手やとくに重要だと考える相手
には、上司や人事・総務、産業医が多かった。産
業保健師・看護師も連携相手にあげられており、
その連携内容の詳細までは本調査では明らかにで
きないが、看護職の役割を考えると認知症の症状
や認知能力の変化、休職・復職時期に関すること、
受診同行などに関して連携していることが考えら
れる。
　小長谷らの研究17）では、企業関係者が若年性認
知症の症状について相談する外部支援者で最も多
かったのは若年性認知症の人の主治医であり、そ
の他を除くと次に支援コーディネーターが多かっ
たが、企業が支援コーディネーターと連携を行っ
た割合は10％未満であった。よって、企業では外
部の支援の活用をほとんど想定していない16）現状
があると考える。企業に対して行われた若年性認
知症の人の就労継続の実態調査16）18）では、若年性
認知症について知っていた割合は ５割に満たなか
った。本研究では企業との連携の課題において、
若年性認知症の理解が乏しいと考える割合が71.4
％であり、働き盛りの労働者が認知症を発症する
ことそのものをとらえていないことがわかった。
今後支援コーディネーターは、連携相手とする企
業の人事・総務などに若年性認知症に関する周知
を行うこと、疾患の理解に対する教育を産業保健
師・看護師と共に行うことにより、企業にとって
若年性認知症の人の就労継続を行う際の外部の相
談先が明確となり、若年性認知症の人が一般就労
の希望や能力にあった仕事を行うことができるよ

うになると考える。
　 ２．支援コーディネーターと医療機関との連携
　医療機関との連携においては、一般就労継続の
経験がある支援コーディネーターのうち、連携し
ている者は約90％であった。連携相手やとくに重
要だと考える相手では、認知症専門医、精神保健
福祉士、看護師、医療ソーシャルワーカーが多か
った。
　先行研究において、若年性認知症の人がいつも
必要と感じている情報には、病気の症状や進行に
関するもの、治療方法や薬、専門医や専門病院に
関するもの1 ）があると報告されている。本調査に
おいても、連携している内容は、認知症の症状や
能力の変化、受診同行が多かった。連携上の課題
には、支援対象者やその家族が病気を公表するこ
とを拒むことがあった。また、今後の課題や必要
な支援として、『当事者との連携体制を整えるこ
とができていない』と考えられていた。企業では
今後の支援や対応を考えるために、受診同行や就
労継続のため周囲へ情報開示を求めているが本人
から同意を得ることができず、就労継続における
課題となっている18）。医療機関は、当事者が受診
する最初の窓口であり、診療の場面で看護職は、
本人の思いを傾聴し、必要な支援先につなげるこ
とが求められる。そのためには、支援コーディネ
ーターを含む関係機関を理解するための研修が必
要であると考える。支援コーディネーターが医療
機関の医師・看護師等と連携することで、若年性
認知症の人や家族の不安を軽減し、就労継続を行
うための環境づくりが可能になると考える。
　 ３．今後の課題
　認知症支援コーディネーターについて、医療機
関で働く看護師などの保健医療福祉専門職や、企
業で勤務する産業看護職が、その存在を認知して
いることが、円滑に支援を進める第一歩であると
考える。本研究結果では、企業や市町村に対して
若年性認知症についての啓発活動を行った者は、
支援経験の有無にかかわらず約60％いるが、連携
に関する今後の課題や必要な支援では、「企業へ
の若年性認知症の周知が不足している」ことがあ
げられていた。令和元年度認知症介護研究報告書11） 

では、企業関係者を対象とした若年性認知症や支
援コーディネーターの普及・啓発活動上での課題
や困っていることについて、約50％が周知や啓発
をする人員や時間に余裕がないと報告されている。
本調査では、勤務形態が専任である者、複数配置
されている者の場合、対象者が少なく有意差は認
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められなかったが支援経験がある者が多い傾向で
あった。そのことから、専任勤務や複数配置体制
を整備することにより、今後適切な業務分担が可
能となり企業や市町村に対して若年性認知症につ
いての啓発活動を行い、連携を行いやすくなるの
ではないかと考えられた。
　また、情報共有のための支援計画書の使用につ
いて、本研究結果では就労継続支援経験や支援経
験人数にかかわらず、支援コーディネーターの 9
割が使用していなかった。熊本県で行われた認知
症医療連携手帳の運用とその有用性についての研
究19）では、96％が支援対象者の状態や支援状況を
知るために必要であると報告している。これは家
族、ケアマネジャーと医療機関の間で使用してい
るものであるが、今後支援コーディネーターにお
いても企業や地域、医療機関などとの連携に支援
計画書を使用していくことが重要であると考える。

本研究の限界と課題
　本研究は、限られた期間に行われた一般就労継
続支援の経験について調査したものであり、すべ
ての支援経験を網羅したものではない。また、支
援コーディネーターは 1県あたりの所属人数が少
なく、回答者の匿名性の担保のため地域の調査を
行わなかったが、地域性を考慮した連携の実態に
ついても検討する必要がある。なお、本研究では
企業や医療機関との連携について調査したが、今
後看護師を含む保健医療福祉専門職との具体的な
連携についても調査が必要である。

結　　論
　全国の支援コーディネーターに、就労支援の経
験の有無や企業・医療機関との連携の実態につい
て調査し37名の回答を分析した。支援経験のある
支援コーディネーターは56.8％で、企業との連携
内容は、業務内容の相談、認知症の症状がいずれ
も66.7％であり、若年性認知症への理解が乏しい
ことが課題であった。医療機関と連携している者
は93.5％、連携内容は認知症の症状71.4％であり、
連携上の課題は支援対象者や家族が病気の公表を
拒むことであった。
　支援コーディネーターは、企業の人事・総務及
び産業看護職と疾患の理解に対する教育を行うこ
と、医療機関の医師・看護職と連携し必要な支援
先につなげることが求められる。
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要　　旨

目的：本研究は、職場で就労支援に携わる人を対象に「若年性認知症の人への就労支援学習プログラム」
（以下、プログラムと略す）を試行するための研修会を開催し、研修受講前後の参加者の就労支援
行動の変化と学習プログラムの評価から効果的なプログラムへの改善の手がかりを得ることを目的
とした。
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方法：2021年 3 月、プログラムを試行するためにオンライン研修会を開催した。参加者には研修受講前後
にWeb調査を実施し、属性、就労支援行動（19項目）（ 4 件法）、プログラムの評価として研修の
満足度（ 4 件法）や自由記述を実施した。単純集計の後、研修受講前後の就労支援行動の変化を
Wilcoxonの符号付き順位検定により算出した。

結果：有効回答数は14人（有効回答率82.0%）であり、就労支援行動のうち「従業員の体調の変化に気づ
くことができる」「若年性認知症と診断された従業員の相談にのることができる」「当事者活動への
参加の機会を認めることができる」の 3項目のみ有意（p＜0.05）に上昇していた。

考察：本研修は、認知症の早期発見・支援に繋がる支援行動を理解できた内容であった。しかし、社会資
源の活用など、就労継続のための具体的な支援行動の理解に至っていないため、さらなる改善が必
要である。

はじめに
　65歳未満に発生する認知症は、若年性認知症と
定義され、我が国では推定35,700人が罹患し、有
病率は人口10万人あたり50.9と推定されている1 ）。
働き盛りの年齢に発症し、症状の進行によって作
業能力の低下や職業上のアイデンティティ、就労
継続に支障をきたす2 ）。日本では、発症者のうち
診断後 1年以内に退職する人は他の疾患を持つ人
に比して 2 倍多く3 ）、就労継続率は、有給休暇を
含め約10％（約325人）と低く4 ）、退職を余儀な
くされた人は、精神面や経済面、家族関係など、
生活全般に大きな弊害を受ける5 ） 6 ）。しかし、若
年性認知症を発症しても職場の理解と支援があれ
ば就労継続ができ、金銭的補償や幅広い利益を得
られることが報告されている7 ）。そのため、認知
症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）におい
て、若年性認知症の特性を踏まえた就労継続や社
会参加への支援が推奨されている8 ）。また、若年
性認知症は早期発見・早期対応により、若年性認
知症の人に備わる自己資源能力や経験が活かされ
やすく、延いては就労期間の延長が可能となるこ
とが示唆されている9 ）。しかし、多くの職場では、
若年性認知症についての啓発教育や就労支援のた
めの研修は殆ど実施されておらず10）、若年性認知
症コールセンターなど、若年性認知症専用の相談
先を認知している企業は103（11.0%）と就労継続
支援に関する制度やサービスを十分に理解してい
る職場の支援者は少ない11）。また、若年性認知症
の人は、認知機能の低下を加齢によるものと軽視
したり、他者に知られまいとするため、なかなか
早期発見・早期対応に繋がらない12）13）。さらに、
会社での職務遂行には明らかな障害をきたしてい
ても、家庭での生活はほとんど支障がないため、
職場では若年性認知症の人への対応に苦慮してい
ることが報告されている14）。そのため、職場が若

年性認知症を発症した従業員の異変に気づき早期
診断や就労継続のための支援に繋げることが重要
である。また、若年性認知症の人は、症状の進行
に伴い一般企業での雇用が難しくなるため、離職
後も社会活動に参加するための支援が必要であ 
る13）。先行研究では、若年性認知症の人とその家
族の支援に携わる人々への教育は、支援のための
知識と自信を高め、支援方法を理解することに有
益であることが報告されている15）。そのため、我々
は、就労中に若年性認知症を発症した人の経験13）

や先行研究の知見を基に、支援者を対象とした「若
年性認知症の人への就労支援学習プログラム」（以
下、プログラムと略す）を開発した。プログラム
では、若年性認知症の人の早期発見・早期対応の
意義や企業が若年性認知症の相談窓口を理解して
いない現状を踏まえ、職場での早期発見の必要性
と適切な就労継続のための支援や延いては離職後
の社会参加に繋げるための制度やサービスの紹介
に重点をおいた。
　本研究は、職場で就労支援に携わる人を対象に
プログラムを試行するための研修会を開催し、研
修受講前後の参加者の就労支援行動の変化と研修
満足度や参加者の自由記述などの学習プログラム
の評価から効果的なプログラムへの改善の手がか
りを得ることを目的とした。
　なお本研究では、「若年性認知症の人の就労支
援を、本人の能力と意欲を最大限に活かせるよう，
職場での仕事の継続から離職後の社会活動を視野
に入れた支援」と定義づけた。

対　　象
　Ａ県内にある2,200事業所において、従業員の
就労支援に携わる立場にある人事担当者、衛生管
理者、管理職、産業保健スタッフなどで研修会の
受講および 2 回の無記名式Web調査に同意が得
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られた方を研究対象者とした。

方　　法
　 1．研究デザイン
　Web調査票による量的記述的研究
　 2．データ収集期間
　2021年 1 月から 3月
　 3．データ収集方法
　Ａ県の労働局に研修会および研究の趣旨と方法
を説明した後、管轄の事業所に研修案内および研
究依頼文書の郵送協力を依頼し承諾を得た。労働
局より紹介されたＡ県内の2,200事業所にオンラ
イン研修の案内と研究協力の依頼文書を郵送した。
また、研修受講前のWeb調査を研修開始前までに、
研修受講後のWeb調査を受講直後に回答しても
らうよう依頼した。調査は、依頼文書に記載され
たWeb調査のサイトのURLまたはQRコードに参
加者が接続し、Googleフォームで作成した無記名
式Web調査により実施した。また、研修会の受
講前の調査結果と受講後の調査結果を回答者ごと
に紐づけするために、調査時に参加者自身がパス
ワードを設定し記載するよう依頼した。
　 4．研修内容
　就業時間内に研修会に参加する人が多いと考え
られ、より多くの人に参加してもらうために所要
時間は、 1回の半日コース（150分）で設定した。
内容は、 1）プログラム開発の経緯、 2）調査報
告「若年性認知症の人の就労継続の実態について」、
3）専門医の講演「若年性認知症と就労について」、
4）専門医の講演「職場で若年性認知症の人を支
援するために」、5）事例検討で構成した（表 1）。
また参加者には、研修日の 1週間前に研究者らで
作成したパンフレット（働き盛り世代の認知症−
仕事と治療を両立するために−）や専門医の講演
資料、研究依頼文書、オンライン参加方法の資料
を郵送した。
　 5．調査内容
　若年性認知症の人の就労支援行動を評価するた
めの既存の評価指標や測定尺度がなかったため、
プログラムの内容に合わせて研究者が独自に作成
した。
　研修会受講前の調査は、属性、職場の従業員が
若年性認知症を発症した場合、どの程度就労支援
を行うことができるかを評価する「就労支援行動」
（19項目）についての回答を、できない、あまり
できない、少しできる、できる、の 4件法で実施
した。受講後の調査は、「属性」、「就労支援行動」

（19項目）に加え、プログラムの評価として「研
修の満足度」（ 4件法）、「研修の所要時間」（ 4件
法）、研修内容（ 3項目）ごとに「参考になるか」
（ 4 件法）、自由記述は研修内容ごとの選択理由
および研修の良かった点や改善点で構成した。尚、
本研究では、若年性認知症支援コーディネーター
を支援コーディネーターと略して表記する。
　 6．分析方法
　分析は、研修参加者および参加者が所属する組
織の属性について単純集計を行い、「就労支援行動」
は項目ごとに中央値を算出した。また研修受講前
後の「就労支援行動」の比較を参加者全体および
医療福祉専門職と一般職とに分けて行った。研修
参加前後の比較の検定にはWilcoxonの符号付き
順位検定を用いた。有意水準は0.05とし、統計解
析には統計ソフトIBM SPSS Statistics ver.24を用
いた。記述データは、研修内容の評価項目ごとに
内容分析を行い要約した。
　 7．倫理的配慮
　本研究は、研究者の所属機関の医学倫理審査委
員会で承認を得た（承認番号：1002− 1 ）。この
研究は、人を対象とする医学研究の倫理原則16）に
従って行った。研究参加者には、調査の目的、方
法、プライバシーの保護、調査への参加および撤
回の自由などについて書面による説明を行った後、
Web調査への回答をもって同意が得られたもの
とした。

結　　果
　研修会に参加した介入群は36名であったが、研
修会受講前後のWeb調査の回答者は17名（回収
率47.0%）であり、欠損値のない有効回答数は14
名（有効回答率82.0%）であった。
　 1．研修参加者の属性（表 2）について
　参加者の職種は、人事担当者が 6 名（42.8%）
と最も多く、次いで衛生管理者 3名（21.4％）、看
護師 3 名（21.4％）であった。参加者のうち 6 名
（42.8%）は医療保健福祉専門職（以下、専門職）
であり、 8 名（57.2％）は一般企業の人事担当者
や事務職、衛生管理者（以下、一般職）であった。
参加者の年代は40代が 5名（35.7％）、50代が 4名
（28.6%）の順に多く、性別では女性が 8名（57.1
％）であった。就労支援経験の有無では、就労支
援経験のある者が 2 名（14.3％）であり、 1 名は
看護師として 2名の支援経験を持っており、もう
1名はソーシャルワーカーとして10人の支援経験
を持っていた。過去の若年性認知症に関する研修
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受講の有無では、有りが 2 名（14.3%）で就労支
援経験のある 2名であった。事業所の業種は、製
造業が 3 名（21.4%）と最も多く、次いで医療が
2 名（14.3%）、卸売業・小売業が 2 名（14.3%）
であった。参加者が所属する事業所の従業員数は、
50人未満 5名（35.7%）と最も多く、次いで100人
以上～200人未満が 4名（28.6%）であった。従業
員が認知症を発症した場合の就労継続の可否では、
はいが 6名（42.9%）であり、内訳は製造業が 2名、
情報通信業、卸売業・小売業、医療、金融・保険
業が各 1名であった。

　 2．研修会の受講前後における「就労支援行動」
（表 3）の変化について
　参加者全体14名、一般職 8名、専門職 6名ごと
に研修会受講前後における「就労支援行動」の変
化について、参加者全体では、「従業員の変化に
気づくことができる」「若年性認知症と診断され
た従業員の相談にのることができる」「当事者活
動への参加の機会を認めることができる」の 3項
目が有意（p＜0.05）に上昇していた。一般職で
は「若年性認知症と診断された従業員の相談にの
ることができる」「本人の脳の疲労を軽減するた

表 １ 　若年性認知症の人の就労を支援するための学習プログラム（150分）

展　開 進　　　　行 内　　　　　容

導入
（10分）

１ ）プログラム開発の経緯
研修会の目的

・職場では、若年性認知症の人の就労支援について学ぶ機会
が少なく当事者や職場が対応に苦慮している現状がある。
・若年性認知症の人への理解と就労継続支援について理解を
深めてもらう。
・県内の支援者間のネットワークづくりの機会とする。

内容
（30分）

２ ）調査報告「若年性認知症の人の就
労継続の実態について」
（ １ ）「企業における若年性認知症の人
の就労継続について」
（ ２ ）「雇用中に若年性認知症を発症し
た人とその支援者の経験から」
（ ３）若年性認知症の当事者の語り

１ ）A県内の357事業所に行った調査より、若年性認知症に
関する研修や情報提供の必要性について説明する。
２ ）就労中に若年性認知症を発症した当事者のインタビュー
調査の結果より、認知症の発症によって就労継続の危機にさ
らされる期間があるが、適切な職場の理解と支援や社会資源
の活用により、就労継続が行えている現状を説明する。
３ ）認知症の発症から就労継続、社会就労への移行、ピア活
動の体験について語ってもらう。

（75分）

5分間休憩

３ ）専門医の講演「若年性認知症と就
労について」

早期診断と早期支援が症状の進行や就労継続の可能性に影響
するため、若年性認知症（認知症の種類、症状、治療など）
について知ってもらうと共に、職場で気づく症状（事例紹介）、
早期診断のメリットについて説明する。

４ ）専門医の講演「職場で若年性認知
症の人を支援するために」

就労継続支援の在り方や支援の特徴について説明する。
１ ）早期の受診を職場・家族から適切な時期に自然に勧奨で
きる環境づくりとご本人や家族の負担を軽減するための制度
や社会資源、支援コーディネーターが配置されている相談窓
口を紹介する。
２ ）就労継続のための支援コーディネーターの役割と支援事
例を説明する。

（30分） ５ ）事例検討
グループディスカッション
全体討議
講評（産業保健総合支援センター所長）

事例「あなたの職場で、もの忘れや仕事でミスが続いている
部下や同僚がいた場合、どのような対応や支援を行いたいと
思いますか」というテーマで意見交換を行う。
参加者同士で就労支援の経験や課題など語ってもらう。
講評および産業保健総合支援センターをPRしてもらう。

まとめ
（ 5分）

閉会挨拶
研修会参加のお礼とプログラム改善のための参加後アンケー
トの協力依頼を行う。
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めに、適度な仮眠や休憩時間と場所を設けること
ができる」の 2項目が有意（p＜0.05）に上昇し、
専門職では、「従業員の体調の変化に気づくこと
ができる」のみ有意（p＜0.05）に上昇していた。
また、有意差はなかったものの研修会受講後に中
央値が2.5以下（できない・あまりできない）か

ら3.0以上（少しできる・できる）になった項目は、
一般職では 6 項目あり、「従業員の体調の変化に
気づくことができる」「本人の同意を得て、支援
コーディネーターに連絡をとることができる」な
どであった。専門職では 7 項目あり、「本人の同
意を得て、受診に同行し、主治医から就労のため

表 ２ 　研修参加者および参加者が所属する組織の属性
� n=14，n（%）

職種（複数回答） 人事担当者
衛生管理者
看護師
その他（ソーシャルワーカー、作業療法士、管理栄養士、事務職）

6（42.8）
3（21.4）
3（21.4）
4（28.5）

年齢 20代
30代
40代
50代
60代

1（  7.1）
2（14.3）
5（35.7）
4（28.6）
2（14.3）

性別 男性
女性

6（42.9）
8（57.1）

支援経験の有無 なし
ある

12（85.7）
2（14.3）

支援人数 2人
10人

1（50.0）
1（50.0）

過去の研修受講の有無 なし
ある

12（85.7）
2（14.3）

過去に受講した研修テーマ
（複数回答）

若年性認知症の病気
若年性認知症の症状
若年性認知症の診断方法
若年性認知症の人の就労支援
若年性認知症の人への接し方
若年性認知症の人の社会制度
その他

2（14.3）
2（14.3）
2（14.3）
2（14.3）
2（14.3）
2（14.3）
0（  0.0）

事業所の業種 製造業
医療
卸売業・小売業
福祉
金融・保険業
建設業
情報通信業
運輸・交通業
不動産業・物品賃貸業
その他（行政）

3（21.4）
2（14.3）
2（14.3）
1（  7.1）
1（  7.1）
1（  7.1）
1（  7.1）
1（  7.1）
1（  7.1）
1（  7.1）

従業員数 50人未満
50人以上～100人未満
100人以上～200人未満
200人以上～300人未満
300人以上

5（35.7）
2（14.3）
4（28.6）
1（  7.1）
2（14.3）

従業員が認知症を発症した
場合の就労継続の可否

いいえ
はい

8（57.1）
6（42.9）
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表 ３ 　研修会受講前後における「就労支援行動」の変化

一般職 n=8 専門職 n=6 参加者全体 n=14

受講前 受講後 P値 受講前 受講後 P値 受講前 受講後 P値

1 従業員の体調の変化に気づくことがで
きる

2.0（4−2） 3.0（4−2） 0.157 3.0（4−2） 4.0（4−2） 0.046 2.5（4−2） 3.0（4−2） 0.021

2 若年性認知症の可能性のある従業員に
専門医への受診を勧めることができる

3.0（4−2） 3.0（4−2） 0.655 3.5（4−1） 3.5（4−2） 0.317 3.0（4−1） 3.0（4−2） 1.000

3 若年性認知症と診断された従業員の相
談に乗ることができる

2.5（3−1） 3.0（4−2） 0.034 3.0（4−1） 4.0（4−2） 0.083 3.0（4−1） 3.0（4−2） 0.007

4 本人の同意を得て，支援コーディネー
ターに連絡をとることができる

2.5（4−1） 3.0（4−2） 0.194 3.0（4−1） 3.5（4−2） 0.276 2.5（4−1） 3.0（4−2） 0.083

5 本人の同意を得て，受診に同行し，主
治医から就労のための情報を確認する
ことができる

3.0（4−2） 3.0（4−2） 0.739 2.5（4−1） 3.0（4−1） 0.317 3.0（4−1） 3.0（4−1） 0.405

6 本人の同意を得て，家族に連絡をとり，
家族の相談にのることができる

3.0（4−1） 3.0（4−2） 0.317 3.0（4−2） 3.0（4−1） 0.564 3.0（4−1） 3.0（4−1） 0.705

7 今後の就労について本人、家族と話し
合いの機会を持つことができる

3.0（4−3） 3.0（4−2） 0.414 2.5（4−2） 3.0（4−1） 0.564 3.0（4−2） 3.0（4−1） 0.739

8 今後の就労について第三者を交えた話
し合いの機会を持つことができる

3.0（4−2） 3.0（4−2） 0.783 2.5（4−1） 3.0（3−1） 1.000 3.0（4−1） 3.0（4−1） 0.803

9 本人の能力を活かした仕事について本
人や職場と検討することができる

3.0（3−1） 3.0（4−2） 0.414 3.0（4−1） 3.0（3−1） 0.317 3.0（4−1） 3.0（4−1） 0.705

10 地域障害者職業センターの無料のジョ
ブコーチ支援(職場適応援助者)が利用
できる

2.5（4−1） 3.0（4−2） 0.129 2.5（4−1） 2.0（3−2） 0.564 2.5（4−1） 3.0（4−2） 0.271

11 本人の脳の疲労を軽減するために、適
度な仮眠や休憩時間と場所を設けるこ
とができる

2.0（4−1） 3.0（4−2） 0.034 2.5（4−1） 2.5（4−1） 1.000 2.0（4−1） 3.0（4−1） 0.058

12 職場で若年性認知症について研修の機
会を持つことができる

3.0（4−1） 3.0（4−2） 0.739 3.0（3−2） 3.0（4−1） 0.564 3.0（4−1） 3.0（4−1） 0.564

13 同僚や部下の負担を軽減するための体
制を整えることができる

2.5（3−1） 2.0（3−2） 0.655 2.5（3−2） 3.0（4−2） 0.317 2.5（3−1） 2.0（4−2） 0.739

14 ご本人が利用できる社内の制度を活用
することができる

2.0（3−1） 2.0（3−1） 1.000 2.5（4−1） 3.0（4−2） 0.157 2.0（4−1） 2.5（4−1） 0.480

15 ご本人が利用できる社外の制度の活用
を勧めることができる

2.5（4−1） 3.0（4−2） 0.655 3.0（4−1） 3.0（4−2） 0.317 3.0（4−1） 3.0（4−2） 0.317

16 障害者手帳の申請を支援することがで
きる

2.0（4−1） 2.5（3−1） 0.705 2.5（4−1） 3.0（4−2） 0.157 2.0（4−1） 3.0（4−1） 0.739

17 当事者活動への参加の機会を認めるこ
とができる

3.0（3−1） 3.0（4−2） 0.257 2.5（3−1） 3.5（4−2） 0.059 3.0（3−1） 3.0（4−2） 0.033

18 症状の進行により、一般就労が困難に
なった場合、障害者雇用での就労に変
更することができる

2.0（3−1） 2.0（3−1） 1.000 2.0（4−1） 2.0（4−2） 0.705 2.0（4−1） 2.0（4−1） 0.763

19 支援コーディネーターと検討すること
ができる

2.5（3−1） 2.0（3−2） 0.705 3.0（4−1） 2.5（4−1） 0.317 3.0（4−1） 2.0（4−1） 0.366

Wilcoxon符合付順位検定　中央値（四分位範囲）
　　　　P <0.05
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の情報を確認することができる」「今後の就労に
ついて本人、家族と話し合いの機会を持つことが
できる」などであった。
　一方、有意差は見られなかったが、研修会受講
後に中央値が低下した項目は参加者全体、一般職、
専門職ともに 2項目あり、なかでも「支援コーデ
ィネーターと検討することができる」においては、
参加者全体では3.0から2.0に、一般職では2.5から
2.0に、専門職では3.0から2.5と 3 者に共通して低
下していた。その他、中央値が低下した項目では、
「同僚や部下の負担を軽減するための体制を整え
ることができる」においては、一般職と参加者全
体で2.5から2.0の低下がみられ、専門職では「地
域障害者職業センターの無料のジョブコーチ支援
が利用できる」が2.5から2.0に低下していた。中
央値の低下はなかったが、研修会受講後も中央値
が2.5以下（できない・あまりできない）であっ
た項目は、一般職は 5項目、専門職と参加者全体
では 4項目であった。なかでも「症状の進行によ
り、一般就労が困難になった場合、障害者雇用で
の就労に変更することができる」は、参加者全体、
一般職、専門職ともに2.0から2.0であった。
　 3．プログラムの評価（表 4）について
　研修の満足度は、満足が 7 名（50.0%）と最も
多く、次いで大変満足が 4名（28.0%）、やや不満
が 2名（14.3%）、普通 1名（7.1%）であった。研
修の所要時間は、やや長いが ７ 名（50.0%）と最
も多く、ちょうどよいが 6名（42.9%）、やや短い
が 1名（7.1%）であった。研修内容の評価では、
若年性認知症の人の就労と支援の実態は、今後の
就労支援の参考になるかでは、とても参考になる・
参考になるが11名（78.6%）であり、その理由は「若
年性認知症の人の実態が知れイメージがわいた」
「ご本人が職場に求める支援が理解できた」「当
事者の訴えが心に響いた」などであった。また、
わからないが 3 名（21.4％）であり、「遭遇する
まで身近に感じられない」などであった。専門医
の講演については、とても参考になる・参考にな
るが12名（85.7%）であり、その理由として「当
事者の思いや実体験が大切だと分かった」「本人
の持つ力に注目して支援を行う必要性が理解でき
た」などであった。あまり参考にならないが 2名
（14.3%）で「支援者側と職場のギャップが大き
いと感じた」とのことであった。事例検討は、と
ても参考になる・参考になるが 9 名（64.3%）で
あり、理由として「適切な対応をするために必要
と感じた」「ご本人への支援をイメージできた」

などであった。分からない・あまり参考にならな
いが 5 名（35.7%）であり、理由として「画面を
オフにして参加している人と話すことが難しかっ
た」「時間が少なくて話せなかった」などであった。
研修会全体の良かった点や改善点では、良かった
点として「様々な立場の人の意見が聞けてよかっ
た」「内容も構成もよかった」などの意見があった。
改善点では、「具体的な支援内容がもう少しある
とよいと思った」や「事例検討会では進行係がい
ると話し合いが進みよいと思った」「受講者の人
数が少ないほうが意見交換ができた」であった。
 

考　　察
　 1．「就労支援行動」の変化からの課題
　若年性認知症の初期症状は、本人、家族には加
齢による変化と見過ごされやすく、職場の早期発
見と早期対応の重要性が示されている9 ）。研修受
講後に参加者全体で「従業員の体調の変化に気づ
くことができる」「若年性認知症と診断された従
業員の相談に乗ることができる」が有意に上昇し
ていたことは、本プログラムは若年性認知症の発
症の初期段階の支援に不可欠な職場での早期発見
と早期対応について理解しうる内容となっていた
と考える。また、若年性認知症の人は、作業能力
の低下によるアイデンティティの喪失に加え5 ）、
社会からの疎外感や孤立感に苛まれているが17）、
若年性認知症の人との交流によって、新しい人生
の目標や生きる力を得ている13）。研修会受講後に
参加者全体の「当事者活動への参加の機会を認め
ることができる」が有意に上昇し、「ご本人が抱
える問題や心の葛藤を少しでも理解できた」との
自由記述から、本プログラムを通して当事者活動
への参加の意義を理解してもらえたものと考える。
しかし、有意差は見られなかったものの「支援コ
ーディネーターと検討することができる」の項目
において、参加者全体、一般職、専門職ともに中
央値の低下がみられた。これは研修内容が、支援
コーディネーターと検討するための能力の習得に
至っていなかったことや、研修内容と就労支援行
動の項目との齟齬が生じていたと考える。支援コ
ーディネーターに相談することで、具体的な就労
継続のための支援の検討に繋がるため13）、プログ
ラムでは「本人の同意を得て支援コーディネータ
ーに連絡をとることができる」よう、研修内容を
改善するとともに研修内容と就労支援行動の項目
の整合性を図る必要があると考える。
　また、参加者のうち 6 名（42.8%）が専門職で
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 表 ４ 　研修の評価
� n=14

研修内容 評　　価 回答した理由 人数

若年性認知症の人の就労
と支援の実態、 若年性 
認知症の当事者の語りに
ついて

とても参考になる
4名（28.6%）

参考になる
7名（50.0%）

若年性認知症の人の実態を知れイメージがわいた 7
ご本人が職場に求める支援を理解できた 3
ご本人の方の訴えが心に響いた 3
若年性認知症について知る機会になった 2
今の職場で仕事を継続することの大切さを学んだ 2
ご本人が抱える問題や心の葛藤を少しでも理解できた 2
相談窓口を理解できた 1
対応のポイントを知れた 1

分からない
3名（21.4％）

遭遇するまでは身近に感じられない 1
設問の意味が分からなかった 1
未記入 1

若年性認知症と就労支援
についての専門医の講演
について

とても参考になる
4名（28.6%）

参考になる
8名（57.1%）

当事者の思いや実体験が大切だと分かった 2
職場や家族のあり方が理解できた 1
専門家と職場が共有できる場が必要であると感じた 1
早期発見のきっかけや外部支援を知ることで対応できると思った 1
病気について理解が深まった 1
本人の持つ力に注目して支援を行う必要性が理解できた 1
就労継続のために何が必要か再認識できた 1
正しく理解しなければ適切なサポートはできないと思った 1
事例の内容は必要な知識だと思った 1
周知が必要だと思った 1
未記入 1

あまり参考にならない
2名（14.3%）

支援者側と職場のギャップが大きいと感じた 1
未記入 1

事例検討について

とても参考になる
3名（21.4%）

参考になる
6名（42.9%）

適切な対応をするために必要と感じた 2
ご本人への支援をイメージできた 2
脳ドックなど早期発見の機会を設けていきたいと思った 1
専門職の方の支援に対する思いを感じた 1
未記入 3

分からない
3名（21.4%）

あまり参考にならない
2名（14.3%）

画面をオフにして参加している人と話すことが難しかった 2
時間が少なくて話せなかった 1
知識不足であると感じた 1
学んだ知識だけで実行できると思えない 1

研修会全体について

良かった点

スライドがとてもわかりやすかった 1
事前に資料が郵送されたので予習して臨めた 1
専門的な話が聞けてよかった 1
有益な時間が過ごせた 1
医師の講演がとても分かりやすかった 1
支援者同士がつながる機会になる可能性を感じた 1
様ざまな立場の人の意見が聞けてよかった 1
内容も構成もよかった 1

改善点

事例検討会では進行係いると話し合いが進みいいようと思った 1
受講者の人数がもう少し少ないほうが意見交換ができた 1
オンラインに不慣れで十分参加できなかった 1
ディスカッションの形式に不慣れのため戸惑った 1
具体的な支援内容がもう少しあるとよいと思った 1
当事者を含む事業者間で共有する方法が必要である 1
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あったが、一般職と専門職では研修受講前と受講
後の中央値が3.0以上（少しできる・できる）の
項目が異なっており、「就労支援行動」のレディ
ネスや研修受講後の変化に違いがあることが明ら
かとなった。一般職では「本人の脳の疲労を軽減
するために、適度な仮眠や休憩時間と場所を設け
ることができる」が有意に上昇していた一方で、
専門職では研修受講前後ともに中央値が2.5と変
化がなかった。専門職が働く職場には、常に患者
や住民が出入りしているため従業員のための仮眠
可能な休憩スペースを確保することは難しいこと
が推察される。また、専門職では「地域障害者職
業センターの無料のジョブコーチ支援（職場適応
援助者）が利用できる」の項目において中央値が
2.5から2.0以下に低下していた。平成26年度の医 
療・福祉施設におけるメンタルヘルスに関する調
査では、医療・福祉施設では従業員に心の健康問
題が生じた場合、IT企業よりも外部機関との連携 
は有意に良くないことが明らかにされている18）。
専門職は、守秘義務があり、職場に相談できる多
職種もいるため外部機関との連携の困難さや必要
度が低いことが考えられる。そのため一般職や専
門職の就労支援上の課題を明らかにするとともに、
各々に即したプログラム内容とそれを適切に評価
するための評価方法を検討する必要があると考え
る。
　 ２．学習プログラムの評価からの課題
　コロナ禍におけるオンライン研修であったが、
学習プログラムの評価では、約 8割の参加者が研
修会に満足と回答し、事例検討を除く研修内容の
評価においてとても参考になる・参考になると回
答していたことから、本プログラムは概ね参加者
に好評であったものと考える。今回、少しでも多
くの人に参加してもらうために150分の研修時間
としたが参加者は36名と少なく、所要時間につい
て 5割の参加者がやや長いと回答していた。事例
検討の時間が短いとの意見もあったことから、参
加者に優先的に学んでもらうべく就労支援行動を
焦点化し、所要時間の配分を工夫することが課題
であると考える。また、「様々な立場の人の意見
が聞けてよかった」「内容も構成もよかった」と
の意見がある一方で、「画面をオフにして参加し
ている人と話すことが難しかった」「事例検討会
では進行係がいると話し合いが進みよいと思った」
「受講者の人数が少ないほうが意見交換ができた」
との運営上の課題も明らかになった。「職場にい
る若年性認知症の従業員のことを社外の人に話す

のは間違っている」との理由で事例検討に参加さ
れなかった一般職もいたため、架空の事例であっ
ても他者と病気や支援について検討することに抵
抗がある参加者がいることを理解し、グループワ
ークの内容や進行に配慮していく必要がある。
　本研究は、短時間の研修会の中で参加者に優先
的に学んでもらうべく就労支援行動や運営上の課
題が明らかになり、より効果的なプログラム改善
への手がかりを得ることができた。しかし、Web
調査による有効回答14名とサンプルサイズの小さ
い結果であり、参加者は若年性認知症の知識や就
労支援に対する意欲が高い集団であるため選択バ
イアスが生じていると考えられる。今後は、サン
プルサイズを増やし、一般職と専門職に即した就
労支援上の課題を明らかにするとともにプログラ
ムの内容とそれを適切に評価するための方法を検
討する必要があると考える。また、「就労支援行動」
（19項目）は、本研究のために作成したものであ
り、若年性認知症の人の就労支援経験のない参加
者にとっては、就労支援行動がイメージされ辛く、
回答の難しさがあったものと思われる。そのため
今後は、「就労支援行動」の信頼性と妥当性の検
証とともに就労支援経験のない方に回答を依頼す
る際の補足説明などより適切な回答をしてもらう
ための配慮が必要である。

ま と め
　研修の満足度において約 8割の参加者が満足と
回答されていたことから、一般職、専門職にかか
わらず概ね参加者に好評であった内容であり、特
に若年性認知症の人の就労支援の初期対応に不可
欠な若年性認知症の早期発見と早期対応の重要性
を理解しうる内容となっていた。しかし、研修内
容が支援コーディネーターと検討するための能力
の習得に至っていなかったことなど、研修内容と
就労支援行動の項目との齟齬が生じていたところ
もあるため、研修内容と就労支援行動の項目の整
合性を図る必要があると考える。また、一般職と
専門職では、就労支援行動のレディネスや職場環
境に違いがあるため、各々の実情に即した内容を
検討していく必要がある。
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　看護は観察から始まる。過去の看護経験を通し
て、「観察ができない」「情報がほとんどない」と
いう状況下で看護過程を展開したという経験は皆
無であり、正に災害支援の際の看護と同様の体験
をした。災害看護では、それでも観察は可能であ
ったが、今回の未知のウイルスに対する非対面・
非接触を条件として、看護師自らが感染しないと
いうことが県の軽症者の療養施設として病床の逼
迫を回避する措置としての事業のミッションであ
った。遠隔看護と称しての模索が始まった。いく
つもの感染拡大期を経た第 5波が収束の兆しを見
せた2021年10月 3 日、宝ホールを会場に遠隔看護
を再現すべく、看護師役の参加者がアイマスクを
して、ロールプレイを実施した。観察が遮断され
た声のみでのコミュニケーションを体験した。看
護師役 1名、患者役 1名、観察者 2名で 4グルー
プを編成し、 1セッション15分を目途とし 4ラウ
ンド実施した。様々な関係性の体験をめざして、
看護師役・観察者はその都度シャッフルして、新
たな関係性の構築をめざし、可能な限り青空ハウ
スでの遠隔看護の臨場感を創出することとした。
青空ハウスでの遠隔看護を経験した 4名の看護師

が患者役、ファシリテーター、タイムキーパーを
兼ねてロールプレイを実施した。実際の現場で体
験した事象を事例として、患者役が 4つのグルー
プを移動して、様々な場面で、様々な出会いを意
図的に作り出すようにした。グループごとに観察
者も変え、できるだけ多面的で多様な意見を看護
師役にフィードバックできるように工夫した。振
り返りを効果的にするために、看護師役・観察者
共にプロセスレコードを用いた。
　事例は、以下のとおりであった。
１．昼夜逆転している20代の患者からの深夜の電話
２．発症日の違いを訴える患者
３．生活を整えないで、薬を希望する患者
４．規則正しい生活ができず、元々朝食は摂らな
いという患者
5．抗体カクテル療法をしたが、今後のワクチン
接種はどうすればよいかと質問する患者
6．家族全員がコロナに罹患したと不安を訴える
患者
7．咳が出るので、鎮咳剤を希望する患者
8．入所直後で、不安を訴える患者
9．眠剤を飲まないと眠れないと訴える患者

実 践 報 告
わが病院看護自慢

遠隔看護の探求

中出　みち代

石川県看護協会　青空ハウス実践リーダー

日　時：2021年10月 3 日㈰　13：00～16：00
会　場：金沢大学附属病院　宝ホール
参加者：医療機関の看護師 8名、支援者 7名
内　容： １．軽症者療養施設（通称 青空ハウス）の実態報告
　　　　 ２．対面しない看護の体験 『ロールプレイ』
　　　　 ３．ディスカッション（看護の探求）

看護実践学会誌　　Journal of Society of Nursing Practice, Vol.35, No.2, pp.29〜30， 2023

連絡先：中出　みち代
公益社団法人 石川県看護協会
〒920-0931　石川県金沢市兼六元町 3 -69
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 刻々と変化する新しい情報を看護師として把握
することの必要性や薬物療法に頼りがちな患者へ
の薬物の作用・副作用の説明、コロナに対する不
安への対応など、専門職としての機能の発揮が求
められる事例であった。
　各セッションの短い振り返りの内容の概略は以
下のとおりである。
1．体調管理、まず聞くことの大切さ。
2．気がかりをきちんと伝える。
3．電話の第一印象、重要。
4．少ない情報での看護判断の難しさ。
5．単に励ますのではない。
　 4 つのセッションを終えて、「日頃の看護と遠
隔看護の共通点と相異」という視点で全体でのデ
ィスカッションを実施した。その内容の概略は、
以下のとおりである。
1．まず聴く。押し付けでなく、提案という姿勢。
2．患者参加型の看護の必要性。
3．遠隔ならではの、寄り添うスキル。声のトー
ンやスピード。敏感な察知力。
4．寄り添うだけでない根拠に基づいた患者教育
の大切さ―うがいの徹底や換気、食の大切さ、水
の大切さ、運動の必要性など―
5．実行可能な伝え方。
　第 5波までの経験を通し、変異を繰り返したウ
イルスの性質も少しずつ明らかとなり、ワクチン
接種が浸透したこと、診療のガイドラインが刻々
と改訂され抗ウイルス薬が保険適応となったこと
など、コロナウイルス感染症を取り巻く環境も大
きく変化を遂げてきた。無意味な恐怖心や過剰な

感染対策などが是正され、療養者の退所基準など
も変更され、如何に基本的な看護が重要であるか
という事が再確認できてきたころであった。
　清潔・食事・環境調整・運動など生活過程を整
えるという看護独自の機能が、コロナウイルス感
染症をも凌駕するという実感が、生活指導に自信
をもたらしてくれ、より具体的な伝え方の工夫が
重要となっていった。伝えたのに、効果が出ず、
できていないのは伝え方が悪いという事に他なら
ない。如何に、納得して行動化できるかが、観察
による評価ができない、対面して指導の効果を評
価するという事も出来ないという状況下において
は、より重要であった。「うがいをしてください。」
「運動をしてください。」「水分を摂ってください。」
「深呼吸をしてください。」「腹臥位になってくだ
さい。」このように伝えられた患者で正しく効果
的にできている患者は稀であった。発達段階に応
じて、理解度に応じて、如何に具体的で実施可能
な伝え方であるかが、看護足りえるかの大切な点
である。コミュニケーションしかない遠隔看護に
とって重大なことであった。まして、多くの外国
人への対応も経験した。ＩＴ機器を駆使して、同
時通訳システムを駆使して伝えても、殆ど伝えら
れていなかったことが現実であった。イラストの
栞を届けるなどの工夫も展開されていた。
　未知の世界へ無知で突入した看護であったが、
生活過程を整える看護独自の機能は、このコロナ
禍において、その威力を発揮できたと実感できる
ようになった。
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　 １ ．開催状況
　2022年 9 月24日㈯に、わが病院看護自慢「根拠
ある個別ケアをめざして−体動センサー活用によ
る生活の可視化から−」を開催いたしました。芳
珠記念病院での体動センサーの医療現場における
活用の実際について報告させていただきました。
コロナ禍という事もあり、オンラインでの開催と
なりましたが、外部施設から13名の方にご参加い
ただきました。
　 ２．体動センサー導入の経緯
　芳珠記念病院（以下当院）は一般病棟（ 3病棟）、
地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病
棟、障害者病棟、介護医療院を有しています。今
回、体動センサー（以下眠りスキャン®）を導入
した経緯は、2019年に介護療養病棟が介護医療院
に転換したことがきっかけでした。介護医療院は
医療的ケアを行える場と在宅として生活の場を兼
ね備える新しい環境として整備する必要がありま
した。それまでは、行動の予測が困難なケースは、

ホールで見守りをする（近位見守り）ことがあり
ました。しかしながら生活の場としては不適切で
あることから、遠位見守りができる環境を考える
必要がありました。介護報酬改定では介護現場に
ICTを活用し業務負担の大幅な軽減と業務の効率
化を図ろうという動きが加速していたこともあり、
60床に導入することになりました。導入後の評価
として、ホールで見守りをしていた利用者は夜間
でも自室に戻り、遠位見守りができるようになり
ました。また、呼吸数の変化から発熱への対応に
つながる事例や、鎮痛剤の使用効果を評価でき、
安楽な環境の提供につながった事例を経験しまし
た。導入当初から介護医療院で成果を実証できれ
ば一般病棟にも展開したいと考えての取り組みで
したので、感染病床での使用も含め、活用事例を
増やし評価しました。（2022年11月一般病床導入済）
　 ３．眠りスキャン®について
　眠りスキャン®には以下の機能があります。①
睡眠、覚醒、離床、起き上がりといった利用者の

実 践 報 告
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−体動センサー活用による生活の可視化から−
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　　　　　 ４．自施設における活用事例の紹介
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今の状態がPC画面上で可視化できる「リアルタ
イムモニター」、②睡眠日誌によって夜間の睡眠
習慣を確認できる、③心拍/呼吸数の推移を可視
化することで体調の変化を気づきやすくなる、の
3点です。行動を予測することで転倒転落防止に
つなげる、睡眠日誌をカンファレンスで活用し、
眠剤投与のタイミングや内容変更につなげること
も期待されます。
　 ４．活用事例の紹介
　 2つの病棟と 1つのワーキンググループから事
例提供しました。
事例 １　92歳　女性　膝蓋骨骨折
　リハビリ段階でもありましたので 1日の行動を
把握する目的で睡眠日誌を活用しました。日中の
行動も含めレポートを見ながらのカンファレンス
によって眠剤投与時間を話し合ったり、薬剤内容
を薬剤師と検討しました。生活リズムが可視化で
き、情報共有が効果的でした。
事例 2　84歳　女性　大腸がん術後
　疼痛コントロールができているかの判断を睡眠
日誌で振り返った事例です。上手く看護介入がで
きなかったのではないかという反省も含め振り返
りを行い、今後のケアにつなげようとしていまし
た。
事例 3　90歳　女性　褥瘡状態悪化
　褥瘡ケアチームが報告した事例は、除圧の体位
が安楽であるかを検証出来た事例でした。訴えが
十分できない利用者も多く、苦痛の程度が評価で
きない方の場合、介入が遅れることも懸念されま
す。睡眠日誌や呼吸・心拍日誌の活用で、客観的
にタイムリーにアセスメントし、効果的な看護介

入につなげていました。
　 ５．開催後アンケート結果
　 8名の方からご回答を頂きました。自由記載の
内容を一部記入します。
「睡眠や覚醒が可視化され、ケアにいかされてい
る」「体動センサーのことを離床キャッチも含む
内容かと思っていた。他の使い方としては、コロ
ナ陽性者の入院患者には、睡眠センサーが有効だ
と感じた」
「一つのツールで、それぞれの部署やチームでの
活用の実際がわかりやすく、看護につなげられて
いることがよく分かりました。療養者のフィジカ
ルアセスメントや生活リズムなど、とても把握し
やすいツールであると思った」と感想を頂きまし
た。また、「実際に見ることが出来るとさらに良
かった」との意見も頂き、動画等での発表もある
と効果的だったと感じました。

【まとめ】
　途中、音声・画像トラブルも発生しましたが、
参加の方々には最後までご視聴頂きました。施設
内でも事例を振り返る事、まとめることで多くの
意見を共有でき、準備というプロセスが有意義で
あったと感じます。生産年齢人口の減少で働き手
の確保がますます困難になることは予測されます。
そのような中でも、利用者の生活を可視化し、状
態を読み取ろう、何かできることはないかと考え
ているスタッフを頼もしく感じています。AIや
ICTの活用により、「働きやすさ」だけでなく「働
きがい」や「達成感」にもつながることを目標に
していきたいと考えています。
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